














・⿊部河川事務所管内構造物等設計業務（国⼟交通省⿊部河川事務所）
・下新川海岸保全施設詳細設計業務（国⼟交通省⿊部河川事務所）
・信濃川下流管内設計業務（国⼟交通省信濃川下流河川事務所）
・⻑柄ダム法⾯復旧⼯設計業務（⽔資源機構千葉⽤⽔総合管理所）
・神通川⽔系⼭⽥川河川改修樋⾨詳細設計業務（富⼭県富⼭⼟⽊センター）
・⽩岩川ダム⽩岩川上流⽔位予測モデル構築業務 （富⼭県⽩岩川ダム管理事務所）
・⿊部川⽔系⾳⾕川⾳⾕第４号堰堤対策⼯詳細設計業務 （富⼭県⼊善⼟⽊事務所）

河川砂防及び港湾計画設計

三井⼤橋

３×３バスケットボールコート

・⽥鶴浜七尾道路構造物詳細設計業務（国⼟交通省⾦沢河川国道事務所）
・中央⾃動⾞道正楽寺川橋床版取替基本設計（中⽇本⾼速道路（株））
・三井⼤橋耐震補強設計業務（神奈川県相模原市）
・辻堂 429 号線⽻⿃⽴体道路詳細設計業務（神奈川県藤沢市）
・本宿町 3 ⼯区電線共同溝詳細設計（東京都道路整備保全公社）
・⼀般国道 359 号祇園⽥橋外橋梁定期点検（レベル１点検）業務
 （富⼭県富⼭⼟⽊センター）
・⼀般国道 415 号常願寺⼤橋補修設計業務（富⼭県⽴⼭⼟⽊事務所）

・３×３バスケットボールコート設計業務（富⼭県富⼭市）
・ブールバール活性化に向けた再整備詳細設計等業務（富⼭県富⼭市）
・上野恩賜公園夜間景観整備基本・実施設計業務（東京都建設局）
・江川総合運動場拡張整備（野球場・サッカー場）実施設計業務
 （千葉県⽊更津市）
・埼⽟スタジアム２００２メインピッチ等芝⽣更新設計業務
 （埼⽟県⼤宮公園事務所）
・公園施設⻑寿命化計画策定業務（富⼭県富⼭市）

第43期
完成業務42 3件　お取引先13 5団体
受注業務41 1件　お取引先12 9団体

・⽔橋地区下条上市換地区ほ場整備構造検討業務（北陸農政局⻄北陸⼟地改良調査管理事務所）
・地域整備⽅向検討調査渡良瀬川沿岸地域施設機能診断業務
 （関東農政局利根川⽔系⼟地改良調査管理事務所）
・関川⽤⽔農業⽔利事業平場系⽔管理付帯施設設計他業務（北陸農政局関川⽤⽔農業⽔利事業所）
・北総東部⽤⽔施設整備概略検討業務（⽔資源機構千葉⽤⽔総合管理所）
・飯岡調整⽔槽耐震照査業務（⽔資源機構千葉⽤⽔総合管理所）

道路及び橋梁計画設計

スポーツ施設及び緑地・造成計画設計

農業土木計画設計
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主な実績（新日本コンサルタント）第43期受注・完成物件



根⽊名川⽔管橋

・流域関連富⼭公共下⽔道新鍛冶川排⽔区呉⽻苑貯留池実施設計業務（富⼭県富⼭市）
・下⽔道ストックマネジメント汚⽔管改築実施設計業務（富⼭県射⽔市）
・柿⽊浄⽔場１系配⽔池等耐震化実施設計業務（埼⽟県）
・⽩⼭ポンプ場合流改善貯留施設実施設計業務（新潟県新潟市）
・⽔道事業業務継続計画（地震・津波対策編）更新策定業務（富⼭県富⼭市）
・成⽥⽤⽔施設改築事業根⽊名川⽔管橋外耐震対策等実施設計業務
 （⽔資源機構）

・富⼠⾒公園官⺠連携事業詳細検討⽀援業務（神奈川県川崎市）
・管路更新⼯事における公⺠連携⼿法の導⼊可能性調査業務（神奈川県横浜市）
・新学校給⾷センター整備基本構想策定⽀援等業務（富⼭県⼩⽮部市）

・岐⾩外（２）格納庫新設等測量等調査（防衛省近畿中部防衛局）
・⿊部河川事務所管内⼯事⽤測量業務（国⼟交通省⿊部河川事務所）
・国営施設応急対策事業⼿取川地区⼤⽇川ダム現地測量業務
 （北陸農政局⻄北陸⼟地改良調査管理事務所）
・第２期呉⽻南部企業団地（Ｅブロック）確定測量及び台帳作成業務
 （富⼭県富⼭市）
・地籍調査委託（道路管理課委託第４号）（東京都⾜⽴区）

・利賀ダム草嶺地区⽤地調査等業務（国⼟交通省利賀ダム⼯事事務所）
・⽴⼭砂防事務所⽤地調査等業務単価契約（国⼟交通省⽴⼭砂防事務所）
・東新庄県営住宅１号棟解体⼯事に係る⼯損調査（事前調査）業務（富⼭県⼟⽊部）
・東新庄県営住宅１号棟解体⼯事に係る⼯損調査（事後調査）業務（富⼭県⼟⽊部）
・富⼭市庁舎駐⾞場整備事業建物等調査算定業務（富⼭県富⼭市）

・道路パトロール業務ＩＣＴ管理システムサービス（富⼭県⼟⽊部）
・下⽔道台帳システムクラウドサービス （富⼭県射⽔市）

上下水道計画設計

官民連携事業

測量

補償コンサルタント

情報システム

呉⽻南部企業団地

・中⼼部公共施設再配置計画策定業務（富⼭県⽴⼭町）
・⼩杉駅周辺地区まちづくり基本構想策定⽀援業務（富⼭県射⽔市）
・太閤⼭浄化センター跡地利活⽤計画検討業務（富⼭県射⽔市）
・第 2 次砺波市総合計画後期計画等策定⽀援業務（富⼭県⼩⽮部市）
・⾼岡市総合交通戦略改訂業務（富⼭県⾼岡市）
・歴史的⾵致維持向上計画（第２期）策定等業務（富⼭県⾼岡市）

都市計画及び地方計画
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 近年、DX（デジタルトランスフォーメーション）、LDX（ローカルデジタルトランスフォーメーショ
ン）時代を迎え、IoT・ビッグデータ・⼈⼯知能・ロボット等の業務への活⽤、また RPA（ロボテッ
クプロセスオートメーション）や i-Construction への取組（CIM、３D 設計・測量、⾃動設計施⼯）など、
保守的である建設コンサルタント業界も ICT 技術を活⽤することにより、従来のドメインを超えた事
業展開が求められています。
 また、新型コロナウィルスの⼤流⾏がもたらした未曾有の経済危機の中、NiX グループは、この状
況を「危機」ではなく「機会」ととらえ、更なる成⻑と企業価値の向上を⽬指すために、新たに 3 ヵ
年（2020 年 7 ⽉〜 2023 年 6 ⽉）の新中期経営計画「Growths 2nd PRODUCE50」を策定しました。
中期経営計画ビジョンとしては、前中期経営計画「Growths」に掲げた成⻑路線を基本踏襲し、基幹
事業においては重点 3 事業分野を中⼼としたコンサルタント事業に加え、次世代型インフラマネジメ
ント事業サービスの提供や PPP/PFI 業務の創出を通じ、⼟⽊設計業からインフラ技術サービス業への
進化を図ります。またそれらと並⾏し、投資収益事業・研究開発事業として、国内外での再⽣可能エ
ネルギー事業の展開加速、複数の産学官連携研究事業の商業化を実現し、⽇本で希少な存在と認識さ
れるＩＰＰ企業を⽬指しています。
 直近では、第 43 期において、M＆A を活⽤し、基幹事業会社 5 社増加したことにより、第 45 期

（2023.6 ⽉期）グループ全体売上⽬標を 50.0 億円（当初 45 億円）に上⽅修正しています。
 NiX グループは、地域社会インフラの強化やインフラ技術者の雇⽤維持・技術伝承、国内外での再
⽣可能エネルギー事業を通じた脱炭素化への貢献・新興国の電⼒不⾜解消などの社会的課題を解決す
ることで、経済的価値を同時に増⼤する「CSV 経営」をグループ経営⽅針に掲げ、今後も【サスティ
ナブルな社会に必要なレジリエントな企業】を⽬指し、地域に不可⽋な企業となるよう努⼒いたします。

中期経営計画（PRODUCE50）

中期経営計画イメージ 中期経営計画 7POLICIES
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NiXグループ 中期経営計画【 2020.07-2023.06 】

Group 
PPhilosophy
グループ理念浸透

Product 
Produce
新製品
新技術

Advance 
PPP/PFI

官⺠連携事業

Partnership 
Creation
グループの
連携強化

Performance 
Improvement 

品質向上

Proposal
Improvement
提案⼒向上

Power 
Produce
電源開発

Infra Potential Producer (IPP)
Independent Power Producer (IPP)

創る  Create⽀える  Support
既存国内太陽光･⽔⼒発電事業  

（2.4MW）
新規国内⽔⼒開発（0.7MW）
海外⽔⼒発電事業（19.2MW）
新規海外太陽光事業

橋梁点検の技術開発
AI を活⽤したインフラ管理

●
●

●

●

●
●

PPP/PFI 業務、公有地⺠間活⼒施設整備
エリアマネジメント、ストリートスポーツ

アセット保有型事業 共同研究事業

産学官連携事業

コンサルタント重点 3 事業分野

インフラ長寿命化事業

レジリエンス事業 都市環境事業

●
●

投資収益
事業

研究開発
事業

主⼒事業 
導く  Lead



NiX グループ 中期経営計画ロードマップ

政府系建設投資額（決算前年度）と 44 期売上高計画（新日本コンサルタント）

2021
43 期

2022
44 期

2023
45 期

50
億円

42.70
億円

46.20
億円

グループ会社事業グループ会社事業グループ会社事業

コミュニティ･ディベロップメント事業コミュニティ･ディベロップメント事業コミュニティ･ディベロップメント事業

北陸圏
コンサルタント重点事業３分野
北陸圏
コンサルタント重点事業３分野
北陸圏
コンサルタント重点事業３分野

北陸圏
従来型コンサルタント事業
北陸圏
従来型コンサルタント事業
北陸圏
従来型コンサルタント事業

首都圏･関西エリア事業首都圏･関西エリア事業首都圏･関西エリア事業

国内アセット保有型事業
（太陽光･小水力発電）

国内アセット保有型事業
（太陽光･小水力発電）

国内アセット保有型事業
（太陽光･小水力発電）

Fields
NiX
国内アセット保有型事業

海外アセット保有型事業

25.23
億円

21.29
億円

24.54
億円

（8 ヵ⽉決算）

29.69
億円

32.86
億円

グループ会社

中期経営計画
2016.11-2020.06

新中期経営計画
2020.07-2023.06

2016
38 期

2017
39 期

2018
40 期

2019
41 期

2020
42 期

5050
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政府系建設投資額（（⼀財）建設経済研究所「建設経済モデルによる建設投資の⾒通し」（2021年7⽉）より）
売上⾼

決算期 ※40期 8ヵ⽉決算

28.5
億円



 デジタル技術とデータを活⽤した、道路維持管理クラウドサービスを開発しました。本サービスを、
増⼤する社会インフラ管理における⾃治体の働き⽅改⾰を実現するため全国販売を開始しました。
 本サービスは、「クラウド」・「AI」技術を組合わせ道路維持管理に係る⽇常の維持管理データの「⼀
元管理化」「迅速な情報連係」「情報の⾒える化」により、道路維持管理に係る⾃治体の働き⽅改⾰なら
びに住⺠サービスの向上を⽀援する「⾃治体 DX ⽀援サービス」です。
 本サービスは、2020 年 7 ⽉より富⼭県（道路課及び県内 8 ⼟⽊事務所）で導⼊され、道路パトロー
ル中の異状箇所、住⺠からの要望・苦情等情報、修繕⼯事の発注に必要な情報の⼀元管理および書類作
成の⾃動化にご活⽤いただいています。

 2020 年 7 ⽉ 1 ⽇付けで㈱技研コンサルタント、2020 年 10 ⽉ 1 ⽇付けで㈱東光測建、2020 年 11 ⽉
30 ⽇付けで㈱親熱電⼯、2021 年 1 ⽉ 20 ⽇付けで㈱技研設計をグループ企業と致しました。
 これらは、地⽅において後継者不⾜・担い⼿不⾜から事業継続に悩んでいる企業をグループ化するこ
とで、社会的課題である⽼朽化する地⽅の社会インフラの維持に必要な地域インフラ技術者の活躍の場
を確保し、地域の社会インフラシステムの維持を図るという、我々のミッションに基づいたものであり
ます。当グループでは、成⻑エンジンの⼀つである基幹事業のインフラ技術サービス業において、中核
企業である新⽇本コンサルタントを中⼼に、各グループ会社も併せ、⼀つの企業であると捉え、受注・
⽣産体制、⼈的リソース、研究開発、成⻑投資を各社で共有するグループ経営を基盤に、事業拡⼤を図
ることを経営戦略としています。
 基幹事業であるインフラ技術サービス事業を拡⼤することで【サスティナブルな社会に必要なレジリ
エントな企業】を⽬指し、より⼀層地域に不可⽋な企業となるよう努⼒いたします。

 サービス導⼊後の満⾜度調査では 9 割以上のご利
⽤者から、事務作業の負担軽減や迅速な情報共有が
可能となり業務改善に結びついたとご回答いただき
ました。
 富⼭県では、令和３年度より本サービスを道路パ
トロールを委託している⺠間業者にも使⽤させてお
り、本格的な⺠間活⼒を活⽤した道路維持管理業務
の取組推進に活⽤されています。

道路維持管理におけるデジタル・トランスフォーメーション（DX）サービスの提供開始

㈱技研コンサルタント、㈱東光測建、㈱親熱電工、㈱技研設計をグループ企業と致しま
した。

エントランス 東京本社が⼊居する⿓⾓散ビル執務室の様⼦

 2015 年から台東区上野に東京本社を構え、業務を⾏ってきましたが、近年は、業務拡⼤に伴う⼈員増
加に対し、技術部⾨を複数のフロアに分散させる等の対応をして参りました。NiX グループ全体で、⼀
層の⾸都圏市場の体制強化を図るため、また部⾨間の連携を強化し、近年増加している様々な技術分野
を横断するような要求レベルの⾼い設計ニーズに対応するため、2021 年 5 ⽉に移転いたしました。東京
本社は、関東圏グループ企業のサテライトオフィスも兼ねております。

東京本社移転

道路パトロールクラウドサービス概要
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代表取締役社⻑

取締役 執⾏役員
技術管理部 部⻑

取締役 上席執⾏役員
デジタルイノベージョン本部 本部⻑

取締役 執⾏役員
構造技術本部 本部⻑

取締役 執⾏役員 
管理本部ゼネラルマネージャー兼海外事業統括

技術⼠ 建設部⾨（トンネル）
技術⼠ 総合技術監理部⾨（トンネル）

技術⼠ 建設部⾨（河川、砂防及び海岸・海洋）
技術⼠ 建設部⾨（⼟質及び基礎）
技術⼠ 総合技術監理部⾨（⼟質及び基礎）

測量⼠
補償業務管理⼠（⼟地調査部⾨）

技術⼠ 建設部⾨（鋼構造及びコンクリート）

役職 ⽒名 資格

市森 友明

阿曽 克司

⽶島 秀浩

取締役 執⾏役員
⾸都圏事業本部 本部⻑ 真⽥ 浩幸

取締役 上席執⾏役員
インフラマネジメント事業本部 本部⻑

技術⼠ 建設部⾨（河川、砂防及び海岸・海洋）
技術⼠ 上下⽔道部⾨（上⽔道及び⼯業⽤⽔道）
技術⼠ 農業部⾨（農業⼟⽊）

開⽶ 浩久

⼾⽥ ⼀夫

⼩坂 由紀夫

芳尾 航

NiX グループ組織図

取締役・執行役員（新日本コンサルタント）

執⾏役員
営業本部本部⻑兼本社営業部部⻑

2021年9⽉現在
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本社・支店・営業所一覧

有資格者数

12

会社概要（新日本コンサルタント）

設 ⽴
資 本 ⾦
従 業 員 数

売 上 ⾼

受 注 ⾼
代 表 者
登 録 事 業

登 録 部 ⾨

1979年（昭和54年）4⽉25⽇
8,000万円
218名（正社員193名）
 （グループ企業合計 348名）
26.2億円（2021年度6⽉期）
 （グループ企業合計 42.7億円）
30.3億円（2021年度6⽉期）
代表取締役社⻑ 市森 友明
・測量業 
・建設コンサルタント 
・補償コンサルタント 
・⼀級建築⼠事務所 
・特定建設業
建設コンサルタント
 ・河川、砂防及び海岸・海洋
 ・道路
 ・上⽔道及び⼯業⽤⽔道
 ・下⽔道
 ・農業⼟⽊
 ・造園
 ・都市計画及び地⽅計画
 ・⼟質及び基礎     
 ・鋼構造及びコンクリート
 ・トンネル 
 ・建設環境
補償コンサルタント
 ・⼟地調査 
 ・物件
 ・機械⼯作物 
 ・営業補償・特殊補償
 ・事業損失

58
 6
 8
 9
 3
 6
 １
 4
 ２
 6
 3

1
 9
２7
 4
 ２
 1
 2
 1
 2
 1
 １
 7

2
1
1

 5
 2
１8
23
30
1

34
 1

7

技術⼠
・建設部⾨
 
  
 
  
  

・上下⽔道部⾨
 
・農業部⾨
・環境部⾨
・総合技術監理部⾨ 
ＲＣＣＭ 
・河川、砂防及び海岸・海洋
・港湾及び空港
・電⼒⼟⽊   
・道路
・上⽔道及び⼯業⽤⽔道  
・下⽔道 
・都市計画及び地⽅計画  
・⼟質及び基礎 
・鋼構造及びコンクリート 
・廃棄物
・機械 
⼯学博⼠ 
⼀級建築⼠  
コンクリート診断⼠
道路橋点検⼠
補償業務管理⼠
測量⼠
空間情報総括監理技術者  
１級⼟⽊施⼯管理技⼠ 
下⽔道技術検定（第１種）
下⽔道技術検定（第２種）

河川、砂防及び海岸・海洋
道路   
都市及び地⽅計画 
⼟質及び基礎  
鋼構造及びコンクリート 
トンネル
建設環境 
上⽔道及び⼯業⽤⽔道 
下⽔道 
農業⼟⽊（農業農村⼯学）
環境影響評価

東京本社
〒110-0031 東京都千代⽥区東神⽥⼆丁⽬5番12号
TEL.03-6802-8876 FAX.03-6802-8626

⼤阪⽀店
〒543-0056 ⼤阪府⼤阪市天王寺区堀越町10番12号
TEL.06-6773-1769 FAX.06-6773-1782

⾦沢⽀店
〒920-0362 ⽯川県⾦沢市古府⼀丁⽬104番地の1
TEL.076-269-0006 FAX.076-269-0070

本社
〒930-0857 富⼭県富⼭市奥⽥新町 1 番 23 号 
TEL.076-464-6520（代） FAX.076-464-6671

事務所・⽀店・営業所 

多摩・横浜・⼩⽮部・新川・⽴⼭・⿂津・⾼岡・射⽔・砺波・南砺
氷⾒・津幡・能登・輪島・七尾・福井・新潟・上越・関⻄・江⼾川
世⽥⾕・⼤⽥・⾜⽴・相模原・川崎・藤沢・千葉・埼⽟・茨城
静岡・⼭梨

㈱親熱電工

本社
他富山県内9営業所

㈱セイコー測量

㈱三喜コンサルタント

金沢支店
他石川県内4営業所

東京本社
他関東圏 13 営業所

横浜支店
関西営業所

福井営業所

新潟営業所

上越営業所

大阪支店

㈱技研コンサルタント

㈱東光測建

本社

主な支店

北陸新幹線

支店・営業所

グループ企業

【凡例】

㈱技研設計






